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予算制約と取引費用の経済学

ブノレーノ　・ダラーゴ

　移行経済の考察から，ガバナンス構造は取引費用を最小化する方向に決定されるという取引費用経

済学の想定は，この予想の基礎にある人間の特性は競争的市場経済において典型的なそれと移行経済

のそれでは異なり得る，という可能性によって補完されねばならないことが明らかとなる．概念装置

としての予算制約は，取引費用の性質，水準及び構成とそれらを通じた組織的ガバナンスの効率解を
決定付ける行動変数の一つと見なされる．そしてこのことは，企業統治は，組織内部の利害衝突を回

避し，非契約的特殊的投資を実行する人々に対して，信頼に値する保護とインセンティブを与えるも

のでなければならないという定義を与える．この事実は，異なる国々における組織と企業ガバナンス
の異質なシステムの共存に関する理解に道を開き，移行諸国における代替的企業組織と統治形態の比
較優位を分析する可能性をもたらす．
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1．はじめに

　体制転換プロセスは，個人と社会の行動と関

係の著しい変化を巻き起こす出来事である．増

大した不確実性とよりリスクの高い経済活動は，

移行経済の当事者が，彼らの利益と期待を満足

させると考える制度配置を見出すまでの間，時

間をかけて維持される．このような制度配置の

達成は，尋常ならざる費用負担と努力の傾注を

要求し，時として利害衝突の拡大とパフォーマ

ンスの低下を引き起こす（Dallago，1996）。この

結果，取引費用Dも増大し，その性質と構造を

変化させるかもしれない。

　中東欧諸国における移行プロセスの重要な構

成要素の一つは，組織全般，とりわけ企業組織

の変化とリストラクチャリングである．その過

程は，自由化や私有化から組織的・金融的再編

や資源，市場，労働関係の変化まで，多種多様

な成分を含んでいる．これらのプロセスは，新

しい経済的機会に道を開く反面，体制移行のコ

ストを増大し，ひいては，その有益な成果を危

険に晒すような利害衝突の源泉でもある．これ

らの諸問題を解決する主要な手段は，効率的な

組織形態とガバナンスを見出すことにある．取

引費用の経済学は，取引費用を最小化すること

によって前者の課題が，残余の意思決定権と収

益を株主に帰属させることによって後者の課題

が，それぞれ解決されると予測する．

　組織の運営には，安定的状況（即ち，十分に

確立された経済・政治・社会システム）の下に

あっても，その値が未知であるか，不確実か，

はたまた変化し続けている多数の変数の同時的

な処理を必要とする，しかしながら，利用可能

な情報や獲得された知識の助けと試行錯誤によ

って検証された慣行（ルーティーン）が，意思決

定プロセスの単純化に大いに役立つ．このよう

な条件の下では，取引費用の構造と水準はかな

り安定的であり，取引費用を最小化する方法で

ガバナンス問題を解決するための堅固な基盤を

提供するであろう．

　これと極めて対照的なのが，移行諸国の企業

やその他の組織が直面している事態である．先

に触れた効率的な組織形態とガバナンスを発見

する問題の解決は，組織と組織に重大な資源

（即ち，企業家精神，資金，知識及び労働）を提

供する者との関係に依存し，そしてこの関係は，

取引費用経済学が主張するように，個人的属性

（機会主義と限定合理性）と技術的特性（資産特
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殊性）との生成物である。しかし，それは同時

に，Kornai（1980a）によれば，予算制約によっ

て象徴されるところの組織と資源提供者の間の

関係強度と厳密性の結果でもある．即ち，ある

所与の制度的文脈の下での，経済的・社会的主

体の行動の事前的な規則性を導入することによ

って，予算制約は，行動主体の選択肢を明確化

し，その制度的文脈に特有な取引費用の水準と

構造を決定するのである．

　組織の予算制約の劇的な変化は，恐らく体制

転換プロセスの最も重要な要素であり，それは，

取引費用の性質，構造及び水準に著しい影響を

もたらす．中東欧諸国における予算制約変動の

有様がその説得的な証左となっているように，

本来，制度とは粘着的なものであって，従って

制度変化には一定の時間が必要であり，そして

これらの事実が，信用と新しいルーティーンの

発展を妨げている．つまり，ある場所（ソ連型

経済・社会・政治体制下での合理的行動）から

別の場所（競争的市場経済下の意思決定）へ，安

定的で共有された諸制度を欠いたまま移動しよ

うとすることは，他者の行動と意思決定を予測

する上での全面的な不確実性と諸困難を引き起

こすのである．

　このような状況の下では，進化する分業とコ

ントロールは，機会主義と限定合理性にそれぞ

れ由来する契約的ハザード（contractual
hazard）と認知的限界を制御することができず，

資産特殊性は不明瞭となり，故に十分に保護さ

れない．そしてそれは，機会主義的戦略を旨と

するような組織の時間的視野の短縮をもたらす．

従って，取引費用経済学の解決法が可能となる

前に，予算制約がその効率性を回復しなければ

ならないのである．

　本稿は，2つの異なる統治形態（組織的ガバ

ナンスとコーポレート・ガバナンス）とそれら

に重大な影響を及ぼす2つの変数，即ち，予算

制約と取引費用を考察しつつ，ガバナンスの比

較経済論的見解を提示する．次節では，この解

釈の基礎概念を明らかにする．取引費用は，恐

らくオリバー・ウィリアムソンがその最も傑出

した提唱者であるところの取引費用経済学の中
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で特に論じられてきた．一方，予算制約への体

系的な接近は，当初からコルナイ・ヤーノシュ

によって展開されてきた．従って，続く第3節

及び第4節において，筆者は，上記2つの基礎

的変数の定義を，ウィリァムソン及びコルナイ

の議論に沿って行う．第5節では，取引費用と

予算制約の概念を，ソ砂型経済の分析に適用す

る．第6節では，体制移行プロセスを，予算制

約概念とそのガバナンス機構の再編にとっての

帰結という見地から分析し，続く第7節では，

2つの代替的ガバナンス形態を導く2つの代替

可能な体制転換モデルを見出す．そして，第8

節で筆者の結論を述べる．

2．予算制約・取引費用・ガバナンス

　周知の通り，組織の成功は，その効果的な形

態と境界の認識及び企業統治を解決する方法に

依拠している．成功した組織とは，そこに投資

した人々の犠牲的行為を保護し，彼らの努力に

報いるような組織である．その際，契約を利用

することができない場合，取引費用経済学によ

れば，この目的は準レソトに対する権利の適切

な分配によって達成される．

　取引費用経済学において，準レソトは，生産

過程における資産特殊性の帰結である．資産は，

それらの結合によって作り出される価値の総計

が，代替的な使用法において個々に作り出す価

値の総計に優り，かつ（組織特殊的な）投資が埋

没費用に変形し，従ってホールド・アップ問

題2）を引き起こすような時に，互いに他に対し

て「特殊的」となる（Williamson，1975）．かか

る条件の下で，一組織内部におけるこのような

資産の共同利用は，専有可能な準レソトとして

優れた価値を生み出す．なぜなら，それは特殊

化を可能とし，取引から得られた収益の配分に

関する交渉の長期化という危険を回避するから

である．後者は，これらの資産が個別に管理さ

れている場合に特に重要である．エージェント

は，彼らの地位に押し込められ，取引は，何度も

繰り返されるか，ないしは長期的なものとなる．

　更に，取引費用経済学の考えでは，限定合理

性と機会主義にそれぞれが起因する認知的限界
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と契約的ハザードは，特殊化とコントロールに

よって緩和され，るものである．また，投資を保

護する必要性も資産特殊性から生じ，それがロ

ック・インの原因となる（Williamson，1999）．

従って，これらの要素の属性や性質のぱらつき

が，多様な組織的形態が存在していることを説

明する．しかし，労働，経営活動，他人資本及

びサプライヤーを典型例とする特定の資源は，

効果的に保護され，また契約手段によってその

供給が奨励され得る一方，危険資本は，その本

来的性質故に，労働等の資産と同様の仕方で保

護・促進することができない．唯一可能な保護

とインセンティブは，組織活動によって生み出

された収益（組織的準レソト）に対する残余コン

トロール権を投資家に付与することである．

　特殊化，コントロール及び保護という行動は

全て，最小化されるべきなんらかのリスクを伴

うものであり，また同時にかなりの取引費用と

直面する．ウィリアムソンによると，こうした

取引費用は，職権委任にコストがかかるために

発生する．職権委任のコストは，組織規模の拡

大に伴う内部官僚制の膨張を呼び起こすもので

あり，残余収益の割り当てに基礎付けられたイ

ンセンティブの効力が，組織規摸の増大ととも

に逓減することから生じる．従って，ある経済

の特定的な組織構造に導く組織的に効率的な解

（既存組織の種類と規模）とは，取引費用を最小

化するガバナンス解を見出すことである．これ

が，ガバナンスないし組織的ガバナンスの第一

レベルである．

　この重要な解決法は，準拠枠組み（経済・政

治システムの中でコーディネートされた一連の

諸制度）が安定的で，組織の予算制約がハード

であることを前提とする．このことが，組織間

及び組織と他の当事者（特に政府機関や社会代

表組織）との間の相互作用を規則的なものとし，

長期予測や計算を可能とし，びいては契約を実

行可能なものとする．このような状況の下で，

組織の意思決定は，十分に確立されたルーティ

ーンの中に基礎を置くことができるのである

（Nelson　and　Winter，1982）．

　これと実に対照的であるのが，急激に変容を
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遂げる制度的文脈の中で活動しており，従って

自身の内部構造をも抜本的に変革しなければな

らない中東欧移行国企業如き組織のケースであ

る．移行国企業の場合，制度的文脈は中央集権

制から競争的市場経済に転換し，国家予算との

関係は覆され，企業所有者の性質と目標は以前

に慣れ親しんでいたそれとは抜本的に異なり，

その結果として，組織が追求すべき目標も変更

を余儀なくされる．

　このような深遠かつ広範な転換は，資源への

組織的アクセスを劇的に変化させ，組織の国家

予算や他の組織との関係の変化，即ち，ソフト

な予算制約からハードな予算制約への移行とも

結びついている．このことは，いまや資源は，

真のコストを以て組織の前に立ちはだかってい

ることを意味する．つまり，資源への需要は，

組織が市場活動で獲得した収益によって制約さ

れるのであり，組織全体の生命力も，リスクや

技術発展という変数に影響を受けながら抜本的

に変化しているのである．予算制約の変化が，

組織のガバナンスに重大な帰結をもたらす契約

の有り方や取引費用の性質，構造及び水準の変

化を含む取引費用の形態といった変数全ての劇

的な変化を引き起こすことは，以上から明らか

であろう．

3．取引費用・準レソト・ガバナンス

　ガバナンスとは，（1）どのような組織の形態

と境界が，取引費用を最大限に節約することを

可能とするのか？　（2）協力を促進し，利害対

立を最小化ないし解決し，効果的な意思決定プ

ロセスをサポートし，契約による解決または準

レソトに対する残余請求権の配分によってステ

ークホルダーを奨励・保護する組織の内部構造

の性質や特色は何であるのか？　という2つの

問題の解を見出すことを含意している3）．

　第1に，比較経済論的に最も効果的な解決法

とは，如何なる種類の組織が取引費用を最も節

約するのかを特定することでなければならない

（組織ガバナンスまたは第一レベルのガバナン

ス）．このことは，（1）効果的なコントロールに

よって機会主義に対処し，（2）特殊化によって
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限定合理性から生じる認知的限界の影響を緩和

し，（3）特殊的資産への投資に対する最：も強力

なインセンティブを付与し，それを最も効果的

な方法で保護することによって，資産特殊性か

ら生じるロック・インと双務的依存関係の否定

的な帰結を回避するような，組織の形態と境界

を見出すことを意味している．取引費用の節約

は，差別化された連携を介して解決される．即

ち，「属性を異にする取引は，差別化された方

法（主として，取引費用節約的な方法）によって，

コストと機能が異なるガバナンス構造と結びつ

いている」のである4）．

　第2に，取引費用節約的解法としての組織ガ

バナンスは，組織自身もまた首尾一貫した方法

で運営されなければならないことを意味してい

る．このことは，機会主義を効果的に制御し，

限定合理性の影響を緩和し，資産特殊性の利点

に優るようなロック・インの否定的帰結を回避

する特殊化へのサポートを要請する．第ニレベ

ルのガバナンス（即ち，コーポレート・ガバナ

ンス）とは，予期せぬ偶発的な出来事に遭遇し

たような場合を含めて，時間を通じて安定的に

これらの解決法を効果的に保つ手段である．市

場は組織内部において解消されるし，また契約

は不完備であるから，これらの目的が達成され

るべく代替的なガバナンス装置が確保されてい

なけれ，ぱならない．

　取引費用経済学は，この点で所有権学派と意

見が一致しているのであるが，コーポレート・

ガバナンスは，契約を通じてはその利益を保障

され得ない投資家を保護するための基礎的な手

段である．コーポレート・ガバナンスは，従っ

て，不完備契約を伴う組織によって生み出され

る準レソトに対する事後的な交渉を方向付ける

ような一連の諸条件を内包している（Grossman

and　Hart，！988）．投資家以外の他のプレーヤー

も，組織に対して重要な資源を提供するかもし

れないが，彼らの活動は，契約で定められ，そ

うすることで保護され，得る．従って，彼らは，

残余請求権に対する特別なインセンティブや追

加的な保障を必要とはしない．つまりコーポレ

ート・ガバナンスは，とりわけ，経営者の機会
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主義に対して，分散している株主の利益を保障

し，経営者の組織特殊的な投資を実現する手段

とメカニズムを包含するものなのである。

　別々に所有されている資源と能力の一組織内

部での結合は，それぞれを他に対して特殊化す

るから，それらの結合利益は，これらの資産を

ばらばらに用いることによって所有者が得るで

あろう利益の合計に優る．この「特殊化された

相互関連的投資」（Alchian，1991）からの差別化

された収益は，合成準レソト（Marshall，1920）

ないし専有準レソトを形成する．エクイティ資

本と収益の期待価値及び組織特殊的な経営能力

に対する投資の期待収益は，事前に契約で正確

に規定し得るものでも，また事後的に保証でき

るものでもないから，これら企業当事者は，非

機会主義的な準レソトの分配という方法によっ

て，積極的に動機づけられ，組織と結び付けら

れねばならない．このことが，先述のホール

ド・アップ問題を回避せしめるのである．より

正確を期すならば，エージェンシー関係にある

当事者が，両者の取引関係を特徴付けるありと

あらゆる事項や不測の事態を事前に特定するこ

とが不可能であることが，所有者と経営者の間

の関係の事前的不完全性と不確定性を作り出す．

このような両者の関係は，投資の適切性や予想

収益率に関する意思決定を不可能にするという

意味での一般的不確実性を生み出し，ひいては

組織の存在を妨げる．従って，株主と経営者の

事前の契約は，非特定的な不測の事態に関する

未知の特性を考慮しないが，しかし非特定化さ

れない不測の事態における十分に特定的かつ強

制的な所有権の配分を規定することによって，

取引に対する（不完備な）契約のコストを低く抑

えているのである．

　組織ガバナンスの問題がどちらかといえば明

確であるのに対して，効果的なコーポレート・

ガバナンスを確立する問題は，機会主義や限定

合理性という観点から見た個人の属性や資産特

殊性を通じた技術からその解決法が得られるだ

けに，内容明らかというにはほど遠く，またそ

れは，法的・政治的・社会的要因の強い影響下

にもある5）．全ての当事者を（保障とインセン
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ティブを通じて）満足させるコーポレート・ガ

バナンスの解は，利害紛争を回避し，効率性を

確保する必要条件である．

　いずれのガバナンス問題も，その標準的な分

析枠組みにおいては，市場は競争的であり，組

織は市場での活動を通じて生き残り，繁栄する

ことができると暗黙裡に仮定している．しかし，

現実世界の組織は，多くの場合，別の方法で生

き残り・発展していることを確かめるのは容易

い．このような状況は，ソフトな予算制約を伴

う不足の経済として現れ，体制転換プロセスを

通じて予算制約をハード化した中東欧諸国の組

織の事例研究にとってとりわけ重要である．こ

のために我々は，予算制約の異なる値が，異な

る種類の機会主義，別種の認知的限界及び異な

るタイプの資産特殊性を生み出すこと，そして，

これ’らの特性が，往々にして異なる利用に付さ

れることを考慮しなければならない．これらの

変数が取引費用を決定付けるのであるから，経

済システムの中核的な特性としての予算制約は，

取引費用の性質と水準及び取引費用の配分，即

ち誰が取引費用を負担するのか，を決定付ける

ことになる．この結果として，組織ガバナンスと

コーポレート・ガバナンスの代替的形態の間の

比較効率性は，予算制約の値に応じて変化する．

　予算制約は，組織と国家を含めた他の経済主

体との関係及び競争や計画命令といった外的制

約に対処・適応するための組織の必要を反映し

た行動規範である（Kornai，1980a）．それ故に，

予算制約は，準レソトの起源（内的か外的か）と

利用（協調を通じてか，レソト・シークング戦

略を通じてか）を規定する。事実，取引費用は，

組織によって直接負担されるか（予算制約がハ

ードな場合），または他者（国家，納税者ないし

顧客）に転嫁されるのである（予算制約がソフト

な場合）．これら2つのケースは，行動様式も

戦略も異なるから，結果として異なる取引費用

を特徴付ける．

4．予算制約とガバナンスへの帰結

　組織の予算制約は，その選択肢を集約する行

動規範として有効に分析することができる

研　　究

（Kornai，1980b）6）．もし金融規律という意味で

の予算制約がハードなら，組織は，市場で財や

サービスを販売すること以外の方法によって自

らの資金源を得ることはできない．このために

組織は競争的であること，即ち，投入と産出の

問に収益をもたらす関係を実現しなければなら

ず，仮にそうでなければ，投入と産出の組み合

わせを変えるリストラクチャリングを行うこと

が生き残るための唯一の方法となる．一方，予

算制約がソフトである場合，組織は，追加的な

資源を獲得するためか，ないしは他者または経

済全体を犠牲にして自らのコストを削減するた

めに交渉を行うことによって，コントロールさ

れた活動分野で行動することもできる．予算制

約のソフト化は，異なる諸組織の様々な戦略行

動の帰結としても，社会的厚生の増進または経

済に対する政治的コントロールの達成を目指し

た意図的な政策の結果としてもなされ得る．ソ

フトな予算制約が，組織戦略の選択肢を拡大し，

新たな利害衝突の可能性を拡大し，組織的目標

を達成するための追加的な手段と方法を提供す

るのは，ここに明らかである．

　ウィリアムソンに従えば，予算制約は，他の

組織的属性と相互作用する仕方でガバナンスに

影響する．このことは，個人的特性（限定合理

性，機会主義，認知的限界，ならびにこれらの

要因から派生する契約的ハザード）は，異なる

起源と形態を有し，異なるタイプの特殊化と制

御方法によって解決されなければならないこと

を要請する．ハードな予算制約によって特徴付

けられる状況下で適応を求められる個人的属性

は，予算制約がソフトな場合に必要とされるそ

れとは明らかに性質が異なる7）．それはまた，

資産特殊性が異なる形態をもって現れ，異なる

種類のロック・インを作り出し，従って投資家

保護のための異なる手段を要請することも含意

している．ソ母型経済における資産特殊性は，

行政的に決定され，中央計画制度とリンクされ

ている．即ち，それは，普遍化したソフトな予

算制約のために生じた広範な不足に適応するた

めの特異な経営者戦略を生み出したのである．

　予算制約は，次の2通りの仕方で，組織の相
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対的効率性に影響を及ぼす．第1に，予算制約

の値8）は，組織が直面する異なる性質と水準の

取引費用によって規定される．異なる予算制約

を有する相互に比較可能な諸組織は，外部的支

援の提供者との交渉可能性を含む，価値ある取

引相手や有益な取引を見出すための異なるタイ

プの選択肢と異なるコストを有し，契約ないし

は実施計画命令の規定，実行，監督及び強制に

関わる異なるコストを持っている．第2に，異

なる値の予算制約は，明確に区別される資産特

殊性と組織的能力を内包した異なる組織的枠組

みを伴っている．

　取引費用の経済学においては，組織のハード

な予算制約が暗に仮定されている．このケース

に限って，機会主義，限定合理性，並びに資産

特殊性という基本要素の性質が一義的に特定化

され，ガバナンス構造を決定付ける．しかし，

もし仮に予算制約の値が変化するならば，これ

ら基本要素の特性も変容し，従って多様な組織

ガバナンスの枠組みが共存し，異なるコーポレ

ート・ガバナンス解が可能となる．このような

推断は，「異なる構造的代替肢」（Williamson，

1991）の存在に関する議論を補完することにな

ろう，現実に予算制約は，少なくとも正常期に

おいては，個々の経済システム毎に一つの特性

値を有しており，それが，個人的属性とその配

置の規則性を生み出している（Kornai，1980a）．

この事実から，ガバナンス構造とコーポレー

ト・ガバナンス解の異なる代替的選択肢が派生

する．そして，このことは，ガバナンス問題に対

して，ある重要な比較論的次元を新たに付け加

える．それこそが，（システム特殊的な）取引費

用の節減方法としての代替的ガバナンス形態の

効率性に関する比較分析に他ならないのである．

　予算制約の差異は，個人的属性と資産特殊性

に重要な帰結をもたらす．従って，取引費用経

済学が想定する道筋に従って，取引費用の最小

化も，異なる予算制約によって特徴付けられる

状況の下で，異質なガバナンス形態を生み出す

であろう．それ故に，予算制約を考慮すること

は，経済におけるガバナンスの存立可能な代替

的形態の範囲を押し広げることになる．よって，
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（システム特殊的な）取引費用の最小化アプロー

チは，予算制約の有効値によって規定された制

限の範囲内で適用されることになる9）。ある所

与の文脈における予算制約の正常値が，なんら

かの方法により確率計算としてモデル化可能な

のであれば，それは，取引費用経済学の組織モ

デル論の枠内で重要な役割を演じることができ

るであろう．しかし，このことは，予算制約の

有効値に応じた，比較論的な意味での差別的分

類法（discriminating　alignment　approach）の拡

張をも必要とするのである．

　但し，予算制約値のばらつきは，特殊な状況

下における偶然的要素（例えば，交渉を行おう

とする個別当事者の実能力）にも反映する．体

制移行期においては典型的な，こうした予測不

能で偶然性に左右される予算制約値のぱらつき

は，不確実性の原因となり，効率的ガバナンス

の予測を不可能にする．このようなケースでは，

組織は，その値が予測困難な予算制約に対する

保険としては過剰な存在となろう．こうした組

織の過剰性は，明らかに浪費的であって，組織

は，追加的なコストがなんらかの方法で補償さ

れる限りにおいて（例えば，無償の外部資源を

獲得する組織能力によって），開放的かつ競争

的な環境1の中で生き残ることができる．

　組織ガバナンスとコーポレート・ガバナンス

に関する解は，いずれも予算制約が等閑視に付

されている問は，次の3つの理由から不確定と

なる．第1に，予算制約の異なる値は，機会主

義と認知的限界の性質とそれがもたらす帰結を

変化させる．即ち，これらの要素は，個人的属

性の異質な特性を導き，それを異なる利用に割

り付ける．例えば，ある困難な状況に直面した

組織は，リストラ，価格引き上げ，補助金の獲

得，ないしは税金逃れの追及という代替肢の中

から，異なった選択を行うであろう．第2に，

代替的予算制約は，異なる契約行動と契約的ハ

ザードによって特徴付けられる．ハードな予算

制約の下では，契約行動と契約的ハザードは，

典型的な市場活動のそれに従うであろうが，ソ

フトな予算制約の下では，行政的・バーゲニン

グ的行動様式とハザードに転換するのである．
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第3に，代替的な予算制約の下で，コントロー

ルと特殊化の形態も異なる．即ち，予算制約の

両極において，コントロールは，効率性をベン

チマークとする直接的コントロールと生産性を

基準とする行政的コントロールに，一方の特殊

化は，イノベーションや企業家精神に特徴付け

られた形態とコネクションや交渉能力を主眼と

する形態にそれぞれ分極する，この差異に応じ

て，資産特殊性の保護も，市場垂準レソトに対

する権利や残余請求権の配分と官僚主義的・行

政的方法によって，それぞれ達成される．

5．ソ引際経済システムにおける

　取引費用と予算制約

　以上の議論を踏まえて，ソ連型経済システム

とその体制転換プロセスにおける取引費用，予

算制約及びガバナンスの関係を考察しよう．本

節では，次の3点を質す．（1）なぜ中央集権的

経済においてガバナンスは重要なのか？　（2）

組織は，意思決定の何処にその自由を失ってい

るのか？　一方の中央計画当局は万能なのか？

（3）なぜ経済の中央行政的管理は不十分なの

か？　その回答の要点は，次の通りである．ガ

バナンスは，特定の意味に限定されるが，重要

である．何故なら，組織は，計画を遂行すべき

主体であり，そのために組織は，関連する資源

を必要とするからである．これらの点を以下で

詳しく論じよう．

　中央集権型計画経済における第一レベルのガ

バナンスは，計画命令の実行に関連する取引費

用を節減し，そのパフォーマンスが容易に監

督・評価可能な組織形態を見出すことである．

その解答は単純明快である．即ち，分割するこ

とが技術的に好ましくない産業部門毎に，独占

的組織を置くのが理想的なのである．更に，こ

れらの組織は，中央計画官に忠実か，ないしは

中央計画官が容易にコントロールしうるような

経営者によって管理されなければならないだろ

う．また，組織は，中央計画官による監督と評

価を容易にし，中央計画経済に典型的な取引費

用を（例えば，明快な量的指標によって特定化

された単一の計画命令が，規則を遵守する組織
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によって実行されるというような方法で）最小

化するような方向に構造化されていなければな

らない．市場経済における収益性といった他の

代替的な監督・評価方法は，排除されなければ

ならない．なぜなら，それが一度組織に導入さ

れれば，組織の利害は，中央計画官が表明する

システム一般的な利害と衝突するからである．

　このような経済システムに伴う問題は，組織

を指導し，コントロールする唯一の動因が，計

画命令の実施として，外部から与えられるとい

う点にある．この事実が，第ニレペルのガバナ

ンス問題に対する解決法を決定付ける．即ち，

その役割が，中央計画当局からの計画命令を，

組織の構成要素毎に，より詳細な命令に分解す

ること及びこれら下部機関の命令遂行に対する

監督と評価を行うことのみに限定された内部構

造の確立に他ならない。しかし，全組織活動の

真の監督と評価は，中央計画官自身によってな

されなければならない．この監督と評価の二重

性問題（即ち，中央計画官による国民経済レベ

ルの管理・評価問題と個々の組織内部レベルの

管理・評価問題）は，2つの方法によって解決

され得る．そのぴとつは，警察的・行政的アプ

ローチ及び機構を通じた解決であり，いまひと

つは，インセンティブを通じた解決である．こ

のいずれの解決法においても，経済が純粋に利

他主義的な個人と組織（所謂「社会主義人

（socialist　man）」）で構成されていない限り，組

織の関心は，計画目標レベルの最小化とこれら

計画目標達成のために獲得される資源の最大化

にならざるを得ない，これらが成功裏になされ

た場合，計画目標の遂行はより容易になり，ス

テークホルダーとの関係はより弛緩し，報酬は

より高まる．結果として，第ニレベルのガバナ

ンスは，計画命令の実行と関係するが，同時に

中央計画官とのバーゲニングにも係ることにな

る．第一レベルのガバナンス問題の解決法は，

その巨大な規模故に，交渉を有利に運ぶための

力を組織に付与する．他方，中央計画当局と組

織のバーゲニングは，それが計画化と調整上の

過誤ないし予測せぬ不測の事態を（タルカーチ

［押し屋］10），第二経済，短期計画を通じた計画
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目標の微調整といった方法によって）解決する

としても，両者間の交渉が，過剰な構造と階層

を必要とする限り，取引費用を増大させる

（Grossman，1977；Kornai，1992）．

　経済がうまく機能するために，計画経済シス

テムは，組織のソフトな予算制約を登場させざ

るを得なくなる．中央計画官は，行政的・警察

的手法で，組織に対する完全かつ詳細なコント

ロールを手中にしなければならない．他方，経

済的な観点からいえば，組織に対するコントロ

ールとは，経済情勢に関する中央計画官の理解

とコントロール及び社会的・政治的にその達成

が望ましいとされる目的に基づいて，彼の意志

で自由に資源と目的を割り当てることができる

ものでなければならない．このような環境の下

では，取引費用は，経済システム全般の問題で

はあるとしても，もはや組織レベルの問題では

なくなる。組織への資金供給，経営及び資源配

分は，形式的に中央計画官のドメインに属し，

準レソトの配分もまた然りとなる．

　準レソトの配分に対する中央計画官の裁量権

は，ソ連型システムにおけるイノベーションや

リスク負担の脆弱かつ官僚主義的なインセンテ

ィブ・システムに基礎を置いている．事実，中

央計画官が，個々の経済活動の詳細で効果的な

監督と評価を工夫・実行することができない限

り（ないしは，新しく純粋に利他的な「社会主

義人」が生み出され，準レソトの配分を計画目

標の実施に成功裏に結び付けられない限り），

その結末は，裁量的で，官僚的で，従って，終

局的には非効率的なインセンティブ・システム

としかなり得ないのである．更にこのシステム

は，利用資源が使い果たされ，経済発展が生産

性の向上に大きく依存しなければならなくなる

その途端に，維持不能なものとなる．

6．体制転換

　体制転換プロセスは，経済システム，即ち，

経済の制度的・組織的配置の取り換えを意味す

る．それは，古い中央計画システムと共産党に

よる政治独占の廃止，国家資産の私有化，組織

の参入と退出の自由化，価格と取引の自由化，
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組織のリストラクチャリング及び市場の形成を

内包している．これらの変化や改革は，順押立

てて（最初に破壊が行われ，建設が続くという

ように）行われることも，同時的に（新しい市場

型企業の設立と発展が，非独占化と社会主義企

業の再建を伴うというように）進むこともあり

得る．いずれのケースにおいても，体制転換は，

予算制約と取引費用にとって，ひいては，組織

ガバナンスとコーポレート・ガバナンスのいず

れのタイプのガバナンスにとって重大な帰結を

もたらす．

　予算制約の劇的な変化は，体制転換の直接的

かつ不可避な結果である（Kornai，1998）．これ

は，（1）中央計画制廃止のマクロ的プロセスと

（2）経済活動の自由化と再編のミクロ的プロセ

スという2つの過程に起因している．中央計画

制の廃止だけでも，予算制約のハード化には十

分である．何故なら，経済活動が自由化されれ

ば，どんな組織もその存続が危うくなるから，

対価を得ることなしに，他の組織に対して資源

を一方的に移転することを望まなくなるからで

ある．後者の効果は，中央計画システムの破壊

と共に，国家予算，金融及び銀行システムの改

革を通じて達成される．中央計画システムにお

いては，（行政的，政治的，そして時には警察

的な制約が非常に厳格ではあったものの）ソフ

トな予算制約が合理的であるのに対して，市場

経済においては，予算制約は，組織の自立条件

としてハードでなければならない．よりハード

な予算制約は，組織は，そのパフォーマンスに

責任を持ち，意思決定上の過ちに対するコスト

を負担しなければならないことを意味している

のである（Kornai，1980b）．

　次に，予算制約のハード化は，取引費用の性

質と規模の抜本的な変化を呼び起こす，中央計

画制の廃止は，ソ連型システムに典型的であっ

た種類の取引費用の殆どが消失することを意味

する．それらとは，中央計画当局と組織の間の

情報と命令のフローとそれに付随する交渉，組

織に対する中央集権的管理活動及び計画目標と

計画化交渉の実施にリンクしたインセンティ

ブ・システムに係るフォーマルな費用のことで
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ある．これらの取引費用に，中央計画官のコン

トロールを回避する組織的企て，ラチェット効

果1D及び生産・消費分野における不足経済へ

の適応（マーケットでの行列，強制的な配置転

換，タルカーチ制度）に係る非公式な調整コス

トを付け加えておかねばなるまい（Kornai，

1980a）．

　予算制約のハード化は，中央計画システムに

典型的な特徴（資源の中央統制的割当，中央計

画当局によって資金供給される故に下部組織に

とっては無償な情報，意思決定及び組織間関係

の公的フロー）が撤廃されねばならず，市場経

済における同等の機能が，組織によってファイ

ナンスされなければならないことを意味してい

る．この過程は，時間を要するのではあるが，

累進的に，市場システムに存在しているそれに

近づいてゆく（North，1990；Williamson，1985）．

　実際のところ，この転換プロセスは，関連す

る転換コストの存在故に，それ自身非常に犠牲

が大きい（Dallago，1996）．これら転換コストは，

移行開始から体制転換やそれに伴う非常事態

（戦争や国家分裂）がなかったとしたら達成され

たであろう水準にまで生産活動が回復した全て

の期間に失われた生産物の価値で粗く測定する

ことができる．こうした犠牲は，新しいシステ

ムの正常な取引費用に追加されるような，異例

の学習，測定，執行及び適応のためのコストや

体制転換プロセスに起因した損失で構成されて

いる．もし体制転換が，より効率的なシステム

に向かうものであれば（より強力なインセンテ

ィブといった他の優位性を脇に置いたとして

も），新システムの正常な取引費用は，以前よ

りも低水準にあり，長期的には転換コストをも

相殺して余りあるものになるかもしれない．

　取引費用の根本的な転換は，第一レベルのガ

バナンス，即ち，取引費用最小化の組織的解法

の劇的な変化を導く．予算制約がよりハードで

あるからこそ，組織は，競争的な組織となるた

めに，新たな取引費用を最小化する方向で個々

に自らを構造化せねばならない．その成果は，

以下に述べるような意味で，組織の経済的・法

的形態，規模及び境界の広範囲かつ深遠なリス
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トラクチャリングとなる．

　第1に，組織は，市場で競争しなければなら

ないから，内部的・外部的スキルとその獲得は，

この状況に合わせて正しく機能するように調整

されねばならない．その結果，組織の本質は，

計画命令の実行者から，利潤を追求するために

事業機会を探索し，市場のシグナルに反応する

機敏かつ自由な独立的行為者へと変容する．第

2に，組織の法的形態は，国有会社から市場型

企業の様々な形態へと変換される．このことは，

なかんずく，中核的事業（コアビジネス）に属さ

ない活動（幼稚園や休暇用宿舎の経営）は，閉鎖

ないし売却されねばならず，過剰な生産特化や

アウタルキーは縮小させられるか，ないしはサ

プライヤー・ネットワークによって置換されね

ばならない．これと同時に，経済形態も，ピラ

ミッド型，株式相互持合，クラスター型，並び

に資本を糾合しコントロール権を保護する他の

形態を含む，所有権とコントロールの様々な組

み合わせの一つに転換を遂げるであろう．第3

に，組織の規模も，特に中小企業の爆発的な拡

大を通じて，また非中核的事業の外部化ないし

売却という方法によって目覚ましく変化する．

最後に，組織的境界も実質的な変化を被る．ソ

連型システムにおいて，組織は，中央計画シス

テム，行政及び国家財政と殆ど区別し得ない存

在であった．体制転換に伴い，それらの機能的

境界は次第に明確となり，政府は，組織活動に

介入する権利を持たず，一方の組織も，事業活

動の損失を補填するために，国家財政や他の外

部資金を獲得する権利を有していない．他方で

同時に，垂直的・水平的組織境界は，その輪郭

がうすれ，時にはひどく不鮮明となり，内部的

ステークホルダー（経営者や従業員）と外部的ス

テークホルダー（サプライヤー，信用や資本の

提供者，顧客，地域共同体）双方の役割が，組

織の命運にとって極めて重大となる．

　第一レベルのガバナンスの変化は，コーポレ

ート・ガバナンスの変換をも求める．競争的市

場の文脈で存立するために，組織は2つの問題

を解決せねばならない．そのひとつは，ステー

クホルダーの退出を回避し，彼らの忠誠と積極
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的な参加に報いるために，適切な保護とインセ

ンティブを付与することであり，いまひとつは，

意思決定権と責任を明確に割り当てることであ

る．もし後者の問題が適切に解決されれば，そ

してその時に限って，組織内部の利害対立は回

避され，組織は，市場機会を捉え，従って収益

を生み出すことができる．これが具体的にどの

ようになされるのか，また株主価値ないしはス

テークホルダーの利益のいずれに優先順位を与

えるのかは，資源の流動性，資本の再配分コス

ト及び組織の社会的埋め込みの程度を所与とす

れば，それらの答えは予算制約に依存する．

　組織内部の特殊資産の持主の間の協働が生み

出す準レソトの配分は，組織転換の成功にとっ

ての重大事であり，インセンティブ問題と直接

に係る．体制転換の一つの重要な帰結は，中央

計画官が準レソトを割り振るのではなく，その

権利が組織内部に残るという点にある。体制転

換は，犠牲の大きい社会事業であり，多大な損

失と著しい移行コストを当事者にもたらすばか

りではなく，損失とコストが当事下間で非対称

的に負担されるプロセスである（Dallago，1996）．

更に，資源のマクロ経済的再配分の殆どは，い

まや末端組織における分散化した意思決定と財

政システムに委ねられている．それ故に，（市

場経済の成功裏の育成という意味での）体制転

換の成功は，準レソトの新たな配分の有り方が，

特殊的投資にとって重要な資源の持ち主や主要

な役割を果たす人々を，いかに報いることがで

きるのかにかかっている．このような報償は，

契約の不完備性が災いして，あらゆるステーク

ホルダーに対して保証し得るものではないから，

この問題を解決することが，コーポレート・ガ

バナンスの責務となる．

　この目的を効果的に追求することがかバナン

スの主要点であることを明確化するために，体

制転換の2つのモデルを区別することが有益で

ある．それが次節の検討課題である．

7．2つの体制転換モデル

　以下に述べる2つの体制転換モデルは，移行

戦略の本質的な差異及び諸組織に広く適用され
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る予算制約の差異を導くような特性やコストに

よって特徴付けられる．その帰結として，組織

は，それ，それのモデルに異なる取引費用を予見

し，そして，それに規定される形で，異なるタ

イプの組織ガバナンス及びコーポレート・ガバ

ナンスを予想することになる．

　第1のモデルは，強力かつ十分に確立された

市場経済の下で，集団行動問題を効果的に解決

するような揺るぎない「信用の錨」を具えた体

制転換である．ここでは，転換コスト（及び

Kornai（1993）が述べるところの移行不況）が相

対的に軽微であり，国際的な開放圧力も手伝っ

て，移行戦略は，予算制約の迅速なハード化を

伴っている．このことに引き続いて，取引費用

は，成熟した市場経済に典型的な構造と水準を

獲得し，コーポレート・ガバナンスは（外国企

業との厳しい関係をも介して），安定的で，透

明性が高く，かつ効率的なものとなる．これこ

そが，欧州連合（EU）との地理的・経済的近接

性，西欧市場へのアクセス，体制転換プロセス

をファイナンスする追加的資金源としての存在

という要素と相俊って，制度的・行政的参照モ

デルと技術的支援を提供したEUを強力なアン

カーとした中欧諸国のケースである．恐らく最

も重要な点は，正にこの事実が，政策当局者と

市場アクターの不確実性を縮減し，彼らの時間

的視野を長期化したことにある．この体制転換

モデルの重要な構成要素は，（ハンガリーやポ

ーランドにおける改革の様な）擬似的市場を作

り出した社会主義時代の改革であり，または

（チェコスロバキアの様な）効率的な行政運営で

あった．

　第2のモデルは，EUの如きアンカーも移行

前の改革経験も持たず，その結果として集団行

動の長期に亘る失敗を伴った高度に中央集権的

な経済システムからの体制転換である．これが，

旧ソ連諸国（バルト諸国を除く）のケースである．

加えてこれらの国々は，統一国家の崩壊をも経

験した．この事実が，これらの国々に，標準的

な移行コストに付け加わる犠牲（新しい国家行

政組織やその他の機構を立ち上げるためのコス

ト）を負わせ，不確実性を増大し，1日公有・連
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邦資産の国内及び国家間配分に非常に大きな重

要性を与えた．移行コスト，予算制約，並びに

取引費用は，体制転換の第1モデルとの比較に

おいて，非常に異なる特性を持ち，同様の事実

が2つのタイプのガバナンスにも適合する．

　上記に関連して，2つの点を強調しておきた

い．第1に，予算制約のハード化に寄与し，参

照モデルや支援及び競争的市場へのアクセスを

提供した信頼に足るアンカーの存在は，移行コ

ストを低く抑えると共に，その負担の平等な配

分に寄与した．これは，（移行前の改革効果と

相留った）アンカーの不確実性縮減効果，アン

カーが移行各国をしてコストの高い試行錯誤の

プロセスやどのような体制転換にも付き物の分

配上の争いを回避せしめたという事実及びこれ

らの国々が享受した技術的支援に因るものであ

る．繰り返すが，その典型例は，EU加盟国と

なった中欧諸国である．

　アンカーの存在及び予算制約ハード化の帰結

として，移行コストも低いまま維持され，かつ

十分に確立した市場経済に特有の水準にまで素

早く低下する傾向を示している．事実，ハード

な予算制約を課せられた諸組織は，予算制約を

ソフト化するためのコストの高い試行プロセス

を断念し，その活動を実物経済への迅速な適応

に振り向けている．擬似的市場社会主義
（quasi－market　socialism）における移行前の状

況は，このような過程を下支えし，容易化した．

こうした諸条件の下で，移行不況のJカーブの

谷は，我慢し得る程度のものとなり，外国の資

本と専門知識の流入も実際的な価値を持つもの

となった．実際国際パートナーは，効果的で

迅速な体制転換に強い利害関心を有しているの

である．更に，十分に確立された市場共同体へ

のアクセスは，組織に対してハードな予算制約

を要求すると共に，国家予算を，なんらかの政

治的・社会的理由によるあらゆる不当な管理を

遥かに超えた圧力の下に置くような，厳格な財

政運営の必要をも要請している．

　以上の次第は，第一レベルのガバナンスとコ

ーポレート・ガバナンスの双方に重大な結果を

及ぼす．国際的アンカーとハードな予算制約を
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伴う組織のリストラクチャリングは迅速に進展

し，第一レベルのガバナンスは，十分に確立さ

れた市場経済に特有の制度配置を素早く達成す

る．これらの条件の下で，コーポレート・ガバ

ナンスは，危険資本を投じる人々の，契約には

規定し難い要請をとりわけ考慮しなければなら

ない。即ち，株主の利害に配慮しなければなら

ないのである．しかしながら，体制転換とは，

多数かつ多様なステークホルダーの活発な参加

を必要とする非常に複雑かつ労力を要する一連

のプロセスである，このことは，組織の転換と

再建の成功にとって決定的に重要な役割を果た

す全てのステークホルダーに適切なインセンテ

ィブが付与されねばならないことを含意してい

る．それは，ステークホルダーの利害に望まし

い重要性を付与する企業統治システムや税制シ

ステム等の他の手段を通じて達成することがで

きる．この解決法は，準レソトの利害対立無き

配分をも見込んでいる．

　強調したい第2点は，予算制約を強化すると

信じ得る戦略の欠如や信頼性の高い国際的アン

カーを欠いているような状況から生じる不透明

性は，より長くより犠牲が大きい体制転換プロ

セスやより深いJカーブの谷に結果するという

ことである．ハードな予算制約と外部アンカー

を欠いたままでは，機会と時間は，移行戦略と

体制転換プロセスの各段階を規定することに費

やされ，予算制約は，持続的なソフト化圧力の

下に置かれ続け，準レソト，経済的好機，市場

機会，費用及び資産の割当と配分を巡る闘争が，

組織の外部及び内部の双方において重要なもの

となり得る．信頼に値する国内及び外部的なア

ンカーを持たなければ，株主は，高い確率でそ

の投資と利潤が収奪される危険性に直面する．

それ故に，株主達は，短期的な投資戦略を選好

し，恐らくは少数派株主を不利にしてでも彼ら

のコントロール権を強化するコーポレート・ガ

バナンスを求めるかもしれない．このような情

勢の下では，ステークホルダーは，特殊的投資

の実行により慎重になる．何故なら，協力の長

期的価値を計算することが困難であり，従って

準レソトはより低く，インセンティブも弱まる
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からである．こうした全般的不確実性は，組織

に対して，リストラクチャリングや効率性の改

善を妨げるようなコストの高い試行錯誤を強要

する．開かれた市場において競争力の低い存在

となれば，組織は，権利と戦略に係る不確実性

を縮小し，競争上の不利を補償するために追加

的な支援を必要とする．通常，このような支援

は国家からもたらされる．この状況は，株式の

国家所有が組織の中でより重大な役割を担い，

第1の体制転換モデルのケースよりも，組織の

一般的規模がより大きくなるといった形で，典

型的な組織ガバナンス及びコーポレート・ガバ

ナンスに反映される（Dallago　and　lwasaki，

2007）．

8．結び

　体制移行経済を論じる時，ガバナンスは取引

費用を最小化する方向に解決されるという取引

費用経済学の想定は，この予想の基礎にある人

間の特性は異なる経済システムの下で異なり得

るという可能性によって補完されねばならない

ことが明らかとなる，行動変数の一つと見なし

得る予算制約は，取引費用経済学の分析を比較

論的に補完するための有効な概念装置である．

　事実，予算制約は，取引費用の性質，水準及

び構成とそれらを通じた組織的ガバナンスの効

率解を決定付ける．そしてこのことは，企業統

治は，組織内部の利害衝突を回避し，組織内部

で特殊的投資を実行する人々に対して信頼に値

する保護とインセンティブを与えるものでなけ

ればならないという定義付けを与える．

　体制転換を通じて，予算制約は，徹底的かつ

広範囲な変化を被り，有効なアンカーの存在に

依存して，ソフトな制約からハードな制約へと

転換する．これは，取引費用の変化を生み出す

人間的属性と資産特殊性の変化の引き金となる．

組織ガバナンスとコーポレート・ガバナンスを

転換する必要性がこれに続く．この事実は，異

なる国々における組織と企業統治の異質なシス

テムの共存に関する理解に道を開き，組織ガバ

ナンスとコーポレート・ガバナンスの代替的形

態問の比較優位性とその生産活動にとっての帰
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結を分析するための実り多い可能性を押し広げ

ている．

　　　　　　　　　　　　（トレント大学経済学部）

注

　＊　本稿の執筆に当たっては，2007年11月2日に
一橋大学経済研究所で行われた国際セミナーでの岩暗

一郎氏及び杉浦史和氏からの示唆及び2008年5月2
日にCorvinus大学（ブダペスト）で開催された「地域

開発における衝突・調整・ガバナンス」国際ワークシ

ョップ参加者諸氏からのコメントが大変有益であった．

ここに記して謝意を表する．（日本語訳：岩崎一郎・

一橋大学経済研究所）

　1）　（訳者注）新制度派経済学における「取引費用」

（transaction　cost）は，経済システムの運営に係る諸費

用を包括する広義の概念である．その提唱者である

Williamson（1996）自身の言葉を借りれば，取引費用と

は，「契約の起草，交渉及び保護の事前的コスト，そ

して，契約の履行が，意見の相違，過誤，遺漏及び予

測不能な事態が生じた結果，不首尾となる際に惹起す

る順応不能及び調整から生じる事後的コスト」を指す
（op．　cit．，　p．379）．

　2）　（訳者注）「ホールド・アップ問題」とは，投資

を行った一方の契約当事者が，他方の当事者から契約

打切り等の脅しに直面し，投資成果の全部ないし一部

が奪われてしまうような状況に直面することを指す．

投資が関係特殊的であり，従って転用性が低ければ低

いほど，ホールド・アップ問題の可能性が高まる．

　3）　この問題の分析的な考察は，Dallago（2008）で

行っている．

　4）Williamson（1991：1996，　p．101：2000）を参照．

Aoki（2001）もまた，異なる組織的アーキテクチャは，

異なるガバナンス構造を必要とすることを示している．

　5）例えば，「法とファイナンス」研究の説明によ

れば，コーポレート・ガバナンスの国際的な相違は，

法システム間の差異に起因している（Chew．1997：
Hopt　and　Wymeersch，1997；La　Portaθ’α乙，1999：

Shleifer　and　Vishny，1997）．法的起源は，会社法と投

資家保護レベルの差異を説明し，従って，企業金融の

有り方や所有の集中度に差が生じる理由を明らかにす

る．金融資産へのアクセスや資本コストの差異は，会

社組織の選択と，その結果としての企業パフォーマン

スを決定付ける．

　6）Kornai　8’磁（2003）は，ソフトな予算制約に関

する文献の広範なレビューを行っている．

　7）Baumol（1993）は，例えば，企業家能力や，な

いしは本稿が取り上げている機会主義や限定合理性に

相当する個人的属性を前提とした上で，いかにして制

度は，これらの属性を異なる仕様へと割り付けるのか

を論じている．

　8）現実社会の予算制約は，当該経済システムの制

度配置のあり方に応じて，究極的にハードな予算制約

と究極的にソフトな予算制約を両端とする範囲の中で

一定の値を持つ．
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　9）我々はまた，コルナイによって強調された行為
とは別に，（インフォーマル及び契約上の）関係行為や

変則的・掠奪的・犯罪的活動（税金逃れ1契約違反，

不正規資源の利用，汚職横領，脅し，恐喝，犯罪コ

ントロール，組織活動報告の偽造等）といった非公式

な行動様式の予算制約への影響をも考慮しなければな
らない．

　10）　（訳者注）ロシア語（TOπKaq）．不足経済の下で，

しばしば闇市場や他のインフォーマルな方法を介して，

工場や企業が必要とする原料，資材及び製品の調達を

請け負う人々を指す．

　11）「ラチェット効果」とは，新規計画の目標に関

する中央計画官の意思決定が，それ以前の成長率や生

産実績への参照に著しく規定される状態を指す．一種

の社会的慣性であり，最適な目標設定を妨げる可能性

を孕んでいる．
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